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平成 30 年 6 月 11 日 

各都道府県建設業協会会長 殿 

 

一般社団法人 全国建設業協会 

会 長 近 藤 晴 貞 

(公印省略) 

 

 

「交通労働災害防止のためのガイドライン」の改正について 

 

 

時下、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、厚生労働省においては、「交通労働災害防止のためのガイドライン」に定め

た取組の徹底を図るなど、交通労働災害防止対策を推進してきたところです。 

このガイドラインは、安全管理体制の確立、適正な労働時間等の管理や走行管理

等、交通労働災害の防止を図るための指針となるものです。 

平成 29 年の労働災害発生状況をみると、労働災害による死亡者 978 人のうち、

202 人が道路上での交通事故によるもので、その半数以上がバス、トラック、タク

シー等の事業用自動車を保有する事業場以外の事業場で発生しております。 

平成 30 年 4 月 20 日に、旅客自動車運送事業運輸規則及び貨物自動車運送事業輸

送安全規則の一部を改正する省令が施行されたことを踏まえ、この度、厚生労働省

労働基準局長から、別添のとおり、同ガイドラインの一部を改正する旨、本会に周

知依頼がありました。 

つきましては、貴協会会員の皆様に対し、同ガイドラインの改正点の趣旨をご理

解のうえ、交通労働災害防止対策の推進について周知下さいますようお願い申し上

げます。 

 

 

 

 

 

担当：労働部 又木 
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